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特定非営利活動法人 東京コミュニティスクール 
 

１ 事業の成果 

 毎年７月に実施しているサマーキャンプをコロナウイルスの感染状況などを鑑み、創立以来、初めて中止

する決断をした。苦渋の決断ではあったが、中止後に更に感染者が増えたこともあり、子どもたちが安全か

つ安心して最大限の学びを継続していくための運営体制を取れたと言える出来事であった。 

 ２０２３年度からは組織運営をより強化するため、前年度不在だった初等部新校長に初等部教員を務

めていたスタッフが就任すると共に、教育スタッフを新規採用。学びの場の意思決定は従来通りスタッ

フ同士の対話も含めた様々な視点から行うものの、各自の役割に対してよりコミットできる体制を実現

した。 

 普及啓発事業としては、以前実施したワークショップをより練り上げた内容で「挑学のすすめ」を２回実

施。ＴＣＳで実践してきた挑戦する学び「挑学」の概念を、ワークを通して参加者の実感に繋がる機会を提

供できた。 

 提携校であるラーンネットグローバルスクールと、オンラインでのスタッフ交流会を開催。今後も、児童

も含めた継続的な交流を図っていきたい。 

 引き続き、学びの多様化に向けて、都議などと対話を重ねている。経済的負担の大きさ・学びの選択肢の

少なさなど、乗り越えていくべきハードルは多々あるが、今後も活動を続けていく。 

２ 事業の実施に関する事項 

 

事業名 事 業 内 容 
実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 

人 数 

事業費
の 

金額 
（千円） 

 
 
 

 子どもを対象とし

たスクール運営

事業 

幼児・小学生を対象としたコミュ

ニティスクールでの教育活動 
年間 法人事務所 24人 

ｽｸｰﾙ児童・卒

業生・保護者 

約360名 

52,665 

教育プログラム

の研究開発事業 

探究をベースとした教育メソッド

の研究開発とプラットフォームの

構築 

年間 法人事務所 15人 

児童・保護者 

教育関係者 

不特定多数 

300 

教育人材育成事

業 
教育インターンシップの受入等 年間 法人事務所 11人 

8名（対象は学

生・一般） 
178 

大人を対象とし

た学びの機会提

供事業 

学校説明会、学校見学日、公開

イベント 
年36回 

法人事務所・

オンライン 
20人 一般1,600名 254 

 
 

普及啓発事業 WS「挑学のすすめ」 23/2/25、6/17 法人事務所 11人 一般 約40名 91 

 
普及啓発事業 

プレゼンテーション動画「KATAR

U」 

22/9/30 

（撮影） 

野方区民ホー

ル 
20人 

一般市民 

不特定多数 
960 

 
普及啓発事業 

ホームページ、SNS、Web広告に

よる活動内容の紹介 
随時 法人事務所 17人 

一般市民 

不特定多数 
0 

 学校間の交流支

援事業 

ラーンネット・グローバルスクール

との交流 
23/5/11 

各校所在地・

オンライン 
8人 

関連する教師 

約20名 
0 

 学びの多様化支

援事業 

公教育以外の学びを安心して選

択できる社会に向けた活動 
年間 

法人事務所・

オンライン 
3人 

一般市民 

不特定多数 
1 

 
 


